
１ 最近の拘束条件付取引事件 

件名 

（公表年月日） 
内容 

令和７年（措）第５号 

Google LLC に対する件 

(令和７年４月１５日) 

Google LLC は、遅くとも令和２年７月以降、次の⑴及び⑵

を行うことにより、特定アンドロイド・スマートフォンメー

カー（注１）及び特定移動通信事業者（注２）に対し、他の

一般検索サービス事業者の検索機能を特定アンドロイド・ス

マートフォンに実装させないようにしている。 

⑴ Android 端末メーカーとの間で、端末メーカーが製造

する端末への「Google Play」と称するストアアプリを

初期搭載することについての許諾に併せて、「Google 

Search」と称する検索アプリなどの自社のアプリをその

端末に初期搭載させ、これらの自社のアプリの端末画面

上の配置場所を指定するなどの契約を締結していること 

⑵ Android 端末メーカーらとの間で、競争関係にある事

業者の検索アプリを搭載しないこと等を条件に、金銭を

支払う内容の契約を締結していること 

（注１）「特定アンドロイド・スマートフォン」とは、ア

ンドロイド・スマートフォンのうち本件許諾契約の

対象となったものをいい、「特定アンドロイド・ス

マートフォンメーカー」とは、特定アンドロイド・

スマートフォンの製造販売を行う事業者をいう。 

（注２）「特定移動通信事業者」とは、移動通信事業者の

うち本件収益分配契約（注３）を締結している者を

いう。 

（注３）「本件収益分配契約」とは、「Google Mobile 

Revenue Share Agreement 」、「 Google Mobile 

Incentive Agreement」等と題する契約をいう。 

令和６年（措）第５号 

佐賀県有明海漁業協同

組合に対する件 

(令和６年５月１５日) 

佐賀県有明海漁業協同組合（以下「佐賀有明漁協」とい

う。）は、 

⑴ 次の行為を行うことにより、佐賀有明漁協管内の海苔

生産者に対し、乾海苔の系統外出荷を行わないようにさ

せている。 

ア 遅くとも平成３０年１０月頃以降、毎年、同漁協管

内の海苔生産者に対し、平成３０年度から令和２年度

までにあっては「製造した乾海苔は、全量組合に出荷

します。」、令和３年度以降にあっては「製造した乾海

苔は、全量組合に出荷するよう努めます。」という規

定を含む「乾海苔共販にかかる誓約書」を提示して、

これに署名又は押印した上で同漁協に提出することを

要請している。 

イ 前記アの要請により、同漁協管内の海苔生産者に対

し、生産した乾海苔の全量を同漁協に出荷させてい

る。 

⑵ 次の行為を行うことにより、佐賀有明漁協管内の海苔

生産者に対し、佐賀有明漁協が実施する入札に付したも

のの応札されなかった乾海苔の系統外出荷を行わないよ

うにさせている。 

ア 佐賀有明漁協が同漁協管内の海苔生産者に提出を要

請している前記⑴アの「乾海苔共販にかかる誓約書」



 

件名 

（公表年月日） 
内容 

には、出荷した乾海苔が消却対象品になった場合には

処分を佐賀有明漁協に一任する旨の規定が含まれてい

る。 

イ 佐賀有明漁協は、前記⑴アのとおり要請することに

より、同漁協管内の海苔生産者に対し、生産した乾海

苔のうち、同漁協が実施する入札に付したものの応札

されなかった乾海苔について、同漁協に処分を一任さ

せ、これを当該海苔生産者に返却しないこととしてい

る。 

令和６年（措）第４号 

熊本県漁業協同組合連

合会に対する件 

(令和６年５月１５日) 

熊本県漁業協同組合連合会（以下「熊本県漁連」とい

う。）は、 

⑴ 次の行為を行うことにより、１５漁協管内の海苔生産

者に対し、乾海苔の系統外出荷を行わないようにさせて

いる。 

ア 遅くとも平成３０年１０月頃以降、毎年、１５漁協

管内の海苔生産者に対し、１５漁協を介して、「製品

については全量組合出荷を前提とし、系統共販体制を

遵守します。」という規定を含む「誓約書」を提示し

て、これに署名又は押印した上で当該海苔生産者が所

在する区域を管轄する漁協に提出することを要請して

いる。 

イ 遅くとも平成３０年１０月頃以降、毎年、１５漁協

に対し、「全量系統共販体制を前提として生産者へ指

導を行う。」という規定を含む「覚書」を提示して、

これに記名及び押印した上で提出することを要請して

いる。 

ウ 前記ア及びイ要請により、１５漁協管内の海苔生産

者に対し、生産した乾海苔の全量を、当該海苔生産者

が所在する区域を管轄する漁協に出荷させている。 

⑵ 次の行為を行うことにより、１５漁協管内の海苔生産

者に対し、熊本県漁連が実施する入札に付したものの応

札されなかった乾海苔の系統外出荷を行わないようにさ

せている。 

ア 熊本県漁連が１５漁協管内の海苔生産者に提出を要

請している前記⑴アの「誓約書」には、出荷した乾海

苔が無札品になった場合、処分を系統団体に一任する

旨の規定が含まれている。 

イ 前記⑴アのとおり要請することにより、１５漁協管

内の海苔生産者に対し、生産した乾海苔のうち、熊本

県漁連が実施する入札に付したものの応札されなかっ

た乾海苔について、熊本県漁連に処分を一任させ、こ

れを当該海苔生産者に返却しないこととしている。 

令和６年（認）第１号 

株式会社ＩＢＪに対す

る件 

(令和６年１月２２日) 

公正取引委員会は、株式会社ＩＢＪ（以下「ＩＢＪ」とい

う。）に対し、ＩＢＪの次の行為が独占禁止法の規定に違反

する疑いがあるものとして、確約手続通知を行ったところ、

ＩＢＪから確約計画の認定申請があり、当該計画が独占禁止

法に規定する認定要件に適合すると認め、当該計画を認定し

た。 

○ ＩＢＪは、ＩＢＪ連盟の加盟事業者のうち全国結婚相談



 

件名 

（公表年月日） 
内容 

事業者連盟（以下「ＴＭＳ連盟」という）、日本仲人連盟

（以下「ＮＮＲ」という。）又は日本成婚ネット（以下

「ＪＭＮ」という。）にも加盟する加盟事業者（以下「重

複加盟事業者」という。）に対し、次の行為を行ってい

る。 

⑴ア 令和３年９月頃、東海地区に所在するＴＭＳ連盟と

の重複加盟事業者に対し、当該重複加盟事業者が運営

する結婚相談所の会員とＩＢＪメンバーズの会員との

お見合い制限を行うことを示唆してＴＭＳ連盟から退

会するよう要請し、ＴＭＳ連盟から退会せず、また、

退会する意向を示さなかった重複加盟事業者につい

て、同年１０月頃以降、当該重複加盟事業者が運営す

る結婚相談所の会員とＩＢＪメンバーズの会員とのお

見合い制限を行うことにより、ＴＭＳ連盟から退会す

るようにさせている。 

イ 令和４年２月頃、ＴＭＳ連盟又はＮＮＲとの重複加

盟事業者に対し、東日本地区に所在するＴＭＳ連盟と

の重複加盟事業者及び西日本地区に所在するＮＮＲと

の重複加盟事業者について、当該重複加盟事業者が運

営する結婚相談所の会員とＩＢＪメンバーズの会員と

のお見合い制限を行うことを示唆してＴＭＳ連盟及び

ＮＮＲから退会するよう要請し、ＴＭＳ連盟及びＮＮ

Ｒから退会せず、また、退会する意向を示さなかった

重複加盟事業者について、同年５月頃以降、当該重複

加盟事業者が運営する結婚相談所の会員とＩＢＪメン

バーズの会員とのお見合い制限を行うことにより、Ｔ

ＭＳ連盟及びＮＮＲから退会するようにさせている。 

ウ 令和４年９月頃、ＴＭＳ連盟、ＮＮＲ又はＪＭＮと

の重複加盟事業者に対し、当該重複加盟事業者が運営

する結婚相談所の会員とＩＢＪメンバーズ、サンマリ

エ及びＺＷＥＩの会員とのお見合い制限を行うことを

示唆してＴＭＳ連盟、ＮＮＲ及びＪＭＮから退会する

よう要請し、ＴＭＳ連盟、ＮＮＲ及びＪＭＮから退会

せず、また、退会する意向を示さなかった重複加盟事

業者について、同年１０月頃以降、当該重複加盟事業

者が運営する結婚相談所の会員とＩＢＪメンバーズ、

サンマリエ及びＺＷＥＩの会員とのお見合い制限を行

うことにより、ＴＭＳ連盟、ＮＮＲ及びＪＭＮから退

会するようにさせている。 

⑵ 令和４年１１月頃、エリアページに自らの情報を掲載

しているＴＭＳ連盟、ＮＮＲ又はＪＭＮとの重複加盟事

業者に対し、エリアページに当該重複加盟事業者の情報

を掲載しない方針である旨を伝え、ＴＭＳ連盟、ＮＮＲ

及びＪＭＮから退会せず、また、退会する意向を示さな

かった重複加盟事業者について、同年１２月頃以降、エ

リアページから当該重複加盟事業者の情報を削除するこ

とにより、ＴＭＳ連盟、ＮＮＲ及びＪＭＮから退会する

ようにさせている。 

令和５年（認）第３号 公正取引委員会は、ＴＯＨＯシネマズ株式会社（以下「Ｔ



 

件名 

（公表年月日） 
内容 

ＴＯＨＯシネマズ株式

会社に対する件 

(令和５年１０月３日） 

ＯＨＯシネマズ」という。）に対し、ＴＯＨＯシネマズの次

の行為が独占禁止法の規定に違反する疑いがあるものとし

て、確約手続通知を行ったところ、ＴＯＨＯシネマズから確

約計画の認定申請があり、当該計画が独占禁止法に規定する

認定要件に適合すると認め、当該計画を認定した。 

○ ＴＯＨＯシネマズは、遅くとも平成２８年１１月頃以

降、自社に映画作品を配給する配給会社に対して、次のい

ずれか又は複数を求めることによって、自社を他の興行会

社よりも有利に取り扱うよう要請するとともに、当該要請

に従わない場合には今後当該配給会社に係る映画作品の上

映に応じない旨などを伝えることにより、当該配給会社に

対し、当該要請に従うようにさせている。 

⑴ 配給会社が限定作品とする映画作品について、当該配

給会社は 

ア 当該映画作品のメイン館を決定しようとする場合に

行うオファーに関しては、原則として、興行会社の中

でＴＯＨＯシネマズを最初のオファーの相手方とする 

イ 当該映画作品のメイン館を他の興行会社の運営する

映画館とすることに決定しており、かつ、メイン館系

映画館（当該メイン館を含み、ＴＯＨＯシネマズ系映

画館を除く。以下同じ。）に加えて、当該メイン館系

映画館以外の映画館における上映も予定している場合

に行うオファーに関しては、上映を予定している地域

ごとに、当該地域に所在するメイン館系映画館を対象

とするオファーの次に、ＴＯＨＯシネマズに対して当

該地域に所在するＴＯＨＯシネマズ系映画館を対象と

するオファーを行うなどする 

こと。 

⑵ ＴＯＨＯシネマズ系映画館がメイン館となった映画作

品について、ＴＯＨＯシネマズが指定した他の興行会社

の運営する映画館へのオファーを見合わせるなどするこ

と。 

令和５年（認）第２号 

福岡有明海漁業協同組

合連合会に対する件 

(令和５年６月２７日) 

公正取引委員会は、福岡有明海漁業協同組合連合会（以下

「福岡有明漁連」という。）に対し、福岡有明漁連の次の行

為が独占禁止法の規定に違反する疑いがあるものとして、確

約手続通知を行ったところ、福岡有明漁連から確約計画の認

定申請があり、当該計画が独占禁止法に規定する認定要件に

適合すると認め、当該計画を認定した。 

○ 福岡有明漁連は、漁協を通じて、生産者から乾海苔の販

売を受託し、当該乾海苔を、自らが実施する乾海苔の入札

により指定商社に販売しているところ、次の行為を行って

いる。 

⑴ 漁協を通じて、生産者に対し、生産した乾海苔の全量

を生産者が所属する漁協に出荷する旨の条件を定めた誓

約書に記名押印させるとともに、当該誓約書に定めた条

件を遵守するよう要請している。 

⑵ 漁協に対し、生産者から集荷した乾海苔の全量を自ら

に出荷する旨の条件を覚書として定めるとともに、当該

覚書に定めた条件を遵守するよう要請している。 



 

件名 

（公表年月日） 
内容 

⑶ 指定商社に対し、自らが実施する入札に付した乾海苔

以外に、生産者が生産した乾海苔の買付けを行わない旨

の条件を、自らが構成員となっている九州地区漁連乾海

苔共販協議会（以下「九州共販協議会」という。）にお

いて書面により定めるとともに、書面に定めた条件を遵

守するよう要請している。 

⑷ 自らが構成員となっている九州共販協議会において、

自らが実施する入札に付したものの、最も高い入札価格

が基準価格に満たなかった乾海苔について、当該乾海苔

を生産した生産者の意向を確認することなく、当該乾海

苔を処分することとしている。 



 

２ 参照条文 

 

○ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）（抄） 

 

〔定義〕 

第二条 （略） 

②～⑧ （略） 

⑨ この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する行為をい

う。 

一～五 （略） 

六 前各号に掲げるもののほか、次のいずれかに該当する行為であつて、公正な競争を阻

害するおそれがあるもののうち、公正取引委員会が指定するもの 

イ～ハ （略） 

二 相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。 

ホ・へ （略） 

 

〔不公正な取引方法の禁止〕 

第十九条 事業者は、不公正な取引方法を用いてはならない。 

 

〔確約手続に係る通知〕 

第四十八条の二 公正取引委員会は、第三条、第六条、第八条、第九条第一項若しくは第二

項、第十条第一項、第十一条第一項、第十三条、第十四条、第十五条第一項、第十五条の

二第一項、第十五条の三第一項、第十六条第一項、第十七条又は第十九条の規定に違反す

る事実があると思料する場合において、その疑いの理由となつた行為について、公正かつ

自由な競争の促進を図る上で必要があると認めるときは、当該行為をしている者に対し、

次に掲げる事項を書面により通知することができる。ただし、第五十条第一項（第六十二

条第四項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による通知をした後は、この

限りでない。 

一 当該行為の概要 

二 違反する疑いのある法令の条項 

三 次条第一項の規定による認定の申請をすることができる旨 

 

〔排除措置計画に係る認定の申請、認定、申請の却下、計画変更に係る認定〕 

第四十八条の三 前条の規定による通知を受けた者は、疑いの理由となつた行為を排除する

ために必要な措置を自ら策定し、実施しようとするときは、公正取引委員会規則で定める

ところにより、その実施しようとする措置（以下この条から第四十八条の五までにおいて

「排除措置」という。）に関する計画（以下この条及び第四十八条の五において「排除措

置計画」という。）を作成し、これを当該通知の日から六十日以内に公正取引委員会に提

出して、その認定を申請することができる。 

② 排除措置計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 排除措置の内容 

二 排除措置の実施期限 

三 その他公正取引委員会規則で定める事項 

③ 公正取引委員会は、第一項の規定による認定の申請があつた場合において、その排除措



 

置計画が次の各号のいずれにも適合すると認めるときは、その認定をするものとする。 

一 排除措置が疑いの理由となつた行為を排除するために十分なものであること。 

二 排除措置が確実に実施されると見込まれるものであること。 

④～⑨ （略） 

 

〔排除措置計画に係る認定の効果〕 

第四十八条の四 第七条第一項及び第二項（第八条の二第二項及び第二十条第二項において

準用する場合を含む。）、第七条の二第一項（第八条の三において読み替えて準用する場

合を含む。）、第七条の九第一項及び第二項、第八条の二第一項及び第三項、第十七条の

二、第二十条第一項並びに第二十条の二から第二十条の六までの規定は、公正取引委員会

が前条第三項の認定（同条第八項の規定による変更の認定を含む。次条、第六十五条、第

六十八条第一項及び第七十六条第二項において同じ。）をした場合において、当該認定に

係る疑いの理由となつた行為及び排除措置に係る行為については、適用しない。ただし、

次条第一項の規定による決定があつた場合は、この限りでない。 

 

〔排除措置計画に係る認定の取消し〕  

第四十八条の五 公正取引委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、決定で、第四

十八条の三第三項の認定を取り消さなければならない。  

一 第四十八条の三第三項の認定を受けた排除措置計画に従つて排除措置が実施されてい

ないと認めるとき。  

二 第四十八条の三第三項の認定を受けた者が虚偽又は不正の事実に基づいて当該認定を

受けたことが判明したとき 。  

②～④ （略） 

 

○ 不公正な取引方法（昭和五十七年公正取引委員会告示第十五号）（抄） 

（拘束条件付取引） 

12 法第二条第九項第四号又は前項に該当する行為のほか、相手方とその取引の相手方との

取引その他相手方の事業活動を不当に拘束する条件をつけて、当該相手方と取引すること。 


